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はじめに 

 
２００８年、オワンクラゲから緑色蛍光タンパク質（ＧＦＰ）を発見した下村

博士にノーベル化学賞が授与されたことは記憶に新しい。ＧＦＰは生命科学の研

究に役立つ道具として用いられるようになり、例えばがん細胞の増殖や転移の様

子が観察できるようになったことから、新しい治療法や薬剤の開発に貢献してい

る。このように、海洋生物には我々が応用できるすばらしい機能やシステムが存

在する。本稿では、筆者が考案した海洋生物を利用して再生可能エネルギーを推

進するシステムについて述べ、これを活用する上で必要となる油脂産業の役割を

提案する。 
 
第１章 バイオマスエネルギーの現状 

 
１－１ 注目される再生可能エネルギー 

 
 地球温暖化の主要な緩和策は温室効果ガスの排出量削減であり、文部科学省・

気象庁・環境省の三者が取りまとめた「日本の気候変動とその影響（２０１２年

度版）」では、再生可能エネルギーの導入拡大が有効と位置づけられている１）。

また、東日本大震災による原子力発電所の事故をきっかけに、現在ほとんどの原

子力発電所が停止しており、将来の再生可能エネルギーへの期待は一層高まると

予測されている。政府が発行した「革新的エネルギー・環境戦略」２）によれば、

再生可能エネルギーの導入量は図１－１に示すように、２０１０年の１，０６０

億ｋＷｈから２０３０年には３，０００億ｋＷｈに拡大し、総発電電力量に占め

る割合は１０％から３１％に増加すると想定されている。政策面では２０１２年

７月に「再生可能エネルギー特別措置法による固定価格買い取り制度」が施行さ

れ、政府主導で再生可能エネルギーの導入拡大が推進されている。 
 再生可能エネルギーとしては、太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスなどが

挙げられ、農林水産省が中心となって取りまとめた「バイオマス事業化戦略とバ

イオガス事業（２０１２．１０．３）」３）には、バイオマスは大気中の二酸化炭

素を増加させない「カーボンニュートラル」と呼ばれる特性により地球温暖化対

策としての有効性が示されている。また、季節や天候、昼夜で発電量が変わる太

陽光や風力と異なり、バイオマスは常時安定した出力が得られることから、一年

を通して一定以上の需要を賄うベース電源になるという利点もある。 



 

１－２ バイオマス事業を牽引するメタン発酵 

 
 図１－２に主要なバイオマス利用技術の状況を示す３）。ここでは、バイオマス

として利用されている資源が、どのような技術によって電気や燃料などの製品に

変換されるかを示している。図１－２に示されるバイオマス資源のうち、廃棄物

系では汚泥７，８００万ｔ、家畜排泄物８，８００万ｔ、食品廃棄物１，９００

万ｔと大量に資源が発生し、バイオマス資源全体の７２％を占める３）。これらの

廃棄物系資源は、メタン発酵、直接燃焼、固形燃料化などの変換技術により電気

や熱として利用されている。また、これらの変換技術の中でもメタン発酵は古く

て新しい技術と称され、近年は環境保全や循環型社会の構築という観点から実用

化が進んでいる。特に、下水汚泥から取り出したメタンガスの利用は各地で実用

化されており、例えば神戸市では、下水処理場で発生するバイオガスを精製し、

自動車用燃料や都市ガスとして利用する「こうべバイオガス」の取組みが行われ

ている。汚泥から発生するバイオガスのうち、事業所内で利用する分以外の余剰

ガスはこれまで焼却処分されていた。最近は、得られたバイオガスを高度に精製

してメタンの含有率を９７％以上とすることで、バスやタクシー、ごみ収集車な

どの燃料として使用したり、熱量を調整することで都市ガスとしての使用が可能

となった。都市ガスとして導入されるバイオガスは２０１０年の時点で約８０万

㎥であり、これは２，０００世帯が１年間に使用する量に相当する。また、事業

所内での焼却処分を止めたことで二酸化炭素排出量は年間１，２００ｔ削減され

た４）。このように既に広く実用化されているメタン発酵は、バイオマス資源をエ

ネルギーとして活用するための最も有力な変換技術といえる。 
 
１－３ メタン発酵の現状と課題 

 
メタン発酵装置の例を図１－３に示す５）。下水処理場から回収された汚泥は、

遠心濃縮機などで機械的に濃縮され、メタン発酵槽に送られる。メタン発酵槽で

発生したバイオガスは脱硫塔を経てガスホルダに一時貯蔵され、発電に供される。

また、発電で生じる廃熱は熱交換器で温水や蒸気に変換され、メタン発酵槽の保

温など、施設内の熱源として利用される。 
下水汚泥より発生するバイオガスは特に消化ガスとも言われ、この中にはメタ

ン、二酸化炭素に加え硫化水素や窒素も含まれる。このうち硫化水素は発電エン

ジンやボイラー機器などを腐食したり、燃焼により亜硫酸ガスを発生したりする



 

ため、脱硫塔で除去している。また、メタンガスを採った後に残る残渣を消化液

と言い、この中にはアンモニアが多く含まれることから、硝化、脱窒工程で窒素

ガスに変換して除去している。 
メタン発酵は長い歴史を持ち、既に実用化されている技術であるが、今後の普

及拡大には課題も存在する。主な課題と対策、今後の展望を表１－１に示す。消

化液中のアンモニアの除去については、硝化、脱窒と二段階の工程を要していた

が、アンモニアを直接窒素ガスに変換する嫌気性アンモニア酸化（Ａｎａｍｍｏ

ｘ）の開発が進んだ結果、処理コスト低減、省スペース化が可能となり、対策に

目処が立ちつつある。 
一方、消化ガス中の硫化水素の除去については、乾式脱硫と湿式脱硫があり、

乾式脱硫は硫化鉄の形で硫化水素を取り除く方法であるが、硫化鉄は使用される

こと無く埋設処理されているのが実情である。また、湿式脱硫は多量の排水が発

生するため廃液処理が必要となる。しかし、硫化水素の除去方法は、環境負荷低

減や発生物の有効利用といった観点において対策が不十分であると考えられる。

僅かであっても環境に負荷をかける硫化水素の処理方法には疑問を感じずにはい

られない。 
これらに代わる技術として、微生物により硫化水素を硫酸や硫黄に変換する技

術（生物学的脱硫技術）がＮＥＤＯ等により検討されており、硫黄酸化細菌を利

用した脱硫方法が一部で実用化されている。特に、畜産が盛んな農村部では家畜

の排泄物を利用した小規模なメタン発酵設備においてこの技術の導入が進んでい

るが、これは脱硫工程から得られた硫酸をその場で肥料化して使用できるという

メリットがあるためである。今後は、多量に発生する下水汚泥や食品廃棄物を利

用した大規模なメタン発酵技術の導入が都市部において進められる。都市部で発

生した多量の硫酸を、農村部と同じく堆肥化して使用することは考えられない。

なぜなら、多量に発生する硫酸や硫黄については、今後バイオマス資源の利用を

阻む大きな課題を抱えているからである。 
 
第２章 バイオマス資源の利用を阻む硫黄 

 
２－１ 硫黄のマテリアルフロー 

 
 日本と硫黄の繋がりは深く、かつて日本には多くの硫黄鉱山があり、産出され

た硫黄が韓国や中国へと輸出されていたとの記録がある。ところが、産出量が大



 

きく減少し、石油の脱硫装置からの回収が可能となり生産量が急増したことで、

１９７０年代前半にはすべて閉山している。現在、国内の硫黄はすべて石油の脱

硫により回収されたものである。図２－１に示すように、供給量は１９７１年に

５０万ｔであったものが、おおよそ２００万ｔまで増加している７）。需要量に関

しても供給量とほぼ同様に推移しており、需給バランスは安定している。 
一方、世界的な硫黄需給状況に関しては、２０１３年は供給量５，８１０万ｔ、

需要量５，７３０万ｔと現状では需給バランスは安定しているものの、２０１７

年には供給量７，２００万ｔ、需要量６，４２０万ｔと、石油や天然ガスからの

回収量の増加により供給過剰になると予測されている８）。 
日本における硫黄の需要に目を向けると、１９９０年代から国内需要は減少し、

輸出が大きく増加しており、２０１０年には輸出は７割を占めるまでに至ってい

る７）。このような世界的な需給バランスの崩れから、日本の硫黄輸出は国際競争

にさらされると懸念される。図２－２に示すように、２００９年以降は輸出量が

減少している９）。これは、中国の需要減に起因すると言われており、世界的に需

要が減少すれば、さらなる輸出量の減少は避けられない。しかも、海外では固形

硫黄の貯蔵や輸送といった取り扱いが可能であるのに対し、日本は世界で唯一溶

融硫黄しか取り扱うことができないという不利な状況もある。需給バランスの崩

れはすでに始まっており、海外では行き場を失った固形硫黄を図２－３のように

野積みすることにより、一時的に回避している。しかし、日本ではこのような対

応すら不可能なのである。 
 
２－２ 硫黄の潜在的価値 

 
 前章で述べたように、メタン発酵では硫化水素が発生し、これを除去する必要

がある。「革新的エネルギー・環境戦略」に示されるバイオマスエネルギーの使

用目標をもとに、現在のバイオマスの資源量３）、バイオマス中の硫黄含有率１０）、

１１）からメタン発酵の脱硫により発生する硫黄量を試算すると、図２－４に示す

ように、硫黄換算で２０２０年は６．３万ｔ、２０３０年には９．１万ｔが発生

すると見込まれる。現在の脱硫方法では、これらは硫化鉄や硫酸となるが、前項

でも述べたように、世界的に硫黄は供給過剰となり、硫黄がこれ以上増加するこ

とは許されない状況になることが予想される。このままでは余剰硫黄の問題で、

バイオマスエネルギーの中核をなすメタン発酵の導入推進が立ちゆかなくなって

しまう。 



 

 硫黄とは使い道に困るような利用価値の低い元素なのであろうか。硫黄化合物

は、アニオン、カチオン、ラジカルと多様な振る舞いをすることから、反応のバ

リエーションが豊富であり、例えば高いラジカル捕捉能を活かして抗酸化剤や連

鎖移動剤として用いられる。また、金属との親和性を活かした電子部品用接着剤

や、ゴム用添加剤、チオール／エン反応を利用したＵＶ硬化性材料などに用いら

れ、樹脂の熱力学的物性や光学物性を制御する材料としても応用されている。人

体においては、システインやメチオニンなどの含硫アミノ酸として、メラニン色

素の生成抑制や肝臓の解毒機能を高める作用を有している。このように、硫黄は

反応性に富み、独特な性質を有する非常に魅力的な元素なのである。 
 メタン発酵で生成する硫黄を、上述のような硫黄の特性を活かした化合物に変

換することができれば、余剰硫黄の問題に阻まれることなくメタン発酵が推進で

きるはずである。そればかりか、得られた化合物を様々な分野に応用することで、

メタン発酵の導入を加速する推進力にもなるであろう。 
 メタン発酵にふさわしい硫黄の変換方法としては、エネルギー消費が少なく、

簡便であり、かつ持続可能な方法が望ましい。そこで筆者は、既に自然界に存在

している持続性のあるシステムを適用できないかと考えた。 
 
第３章 チューブワームによる硫黄の有効利用 

 
３－１ 極限世界で生きる知恵 

 
 自然界には、硫黄、硫酸及び硫化水素等の無機硫黄化合物を酸化、還元し、得

られたエネルギーを利用する種々の硫黄細菌が棲息している。先述した生物学的

脱硫技術では、硫黄細菌の一種である硫黄酸化細菌が用いられている。硫黄酸化

細菌は、光エネルギーを利用せずに、図３－１のように、硫化水素の酸化で生じ

るエネルギーを利用して、二酸化炭素と硫化水素を炭水化物と水、そして硫黄に

変換する化学合成細菌である。しかし、硫黄細菌の働きでは、硫黄と無機硫黄化

合物の変換を繰り返すだけであり、新たに用途を拡大できるような物質には変換

されない。 
一方、深海では化学合成細菌が一次生産者となる生態系が形成されており、硫

黄を様々な形に変え、有効に利用している。その生態系とは海底から湧き上がっ

てくるメタンや硫化水素をエネルギー源にしている生物の集まりであり、「化学合

成生物群集」と呼ばれている。そこには二メートルを超えるような巨大なチュー



 

ブ状の奇妙な生物が存在する。太陽光も届かない非常に資源の乏しい深海という

場所で、このような巨大生物が繁栄できることは非常に興味深い。そこには資源

の豊富な地上とは異なり、限られた資源から効率良くエネルギーを得ようとする

独自のシステムが存在しているに違いない。筆者は、化学合成細菌から巨大な生

物を形成するこの化学合成生物群集のシステムをヒントにすれば、地上のシステ

ムからは想像もできないような硫黄の新たな変換ができるのではないかと考えた。 
 このチューブ状の生物は、図３－２に示すような「チューブワーム」というゴ

カイの仲間である。しかし、チューブワームはゴカイと違って口も胃も肛門もな

い。その代わり、栄養体と呼ばれる細長い部分に硫黄酸化細菌を共生させ、棲管

（せいかん）と呼ばれるキチン質でできた硬い管から鰓（えら）を出して硫化水

素を吸い、硫黄酸化細菌が作り出す炭水化物を利用して生きている１２）。棲管の先

端から外に出ている器官が、ちょうど羽織のように見えることから和名はハオリ

ムシという。 
一方、硫化水素はチューブワームにとって本来は有毒であるため、それを無害

化するために、図３－３に示すような、体内のヒポタウリンを硫化水素と反応さ

せてチオタウリンに変換する機構を備えていると考えられている。それにより、

チューブワームの体内からは多量のチオタウリンを得ることができる１３）。チオタ

ウリンは、生体内にも存在するアミノ酸であり安全性が高いだけでなく、図３－

４に示すように、ジブチルヒドロシキトルエン（ＢＨＴ）やアスコルビン酸を上

回る高い抗酸化能を有する化合物である１４）。また、分子内にチオスルホン酸基と

アミノ基の二つの官能基を有していることから、様々な化合物への変換も可能で

ある。まさに硫黄の本来のポテンシャルを活かす化合物であり、幅広い分野へ応

用できる可能性を秘めている。 
このチューブワームの硫黄変換機構を利用すれば、硫化水素は処理に困る物質

などではなく、チューブワームが生きるために必要な物質であると同時にチオタ

ウリンを作り出す原料となるのである。そこで筆者は、図３－５に示すように、

メタン発酵で発生する硫化水素をチューブワームに与え、チオタウリンとする硫

黄変換方法を提案したい。 
 
３－２ チューブワームによる硫黄変換 

 
深海に棲むチューブワームを陸上で人工的に飼育することはできるのであろう

か。驚くことに、チューブワームは（独）海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）、



 

かごしま水族館、新江ノ島水族館などの施設で実際に人工飼育されている。特に

日本近海の水深２９０～１，４３０ｍの湧水域や熱水噴出域に棲息する、体長１

ｍ程度のチューブワーム（種名：サツマハオリムシ）は、硫化水素や二酸化炭素

を高濃度に、酸素を低濃度に制御し、さらに温度、ｐＨ、光量を調整することで、

海底の高水圧がなくとも飼育できるようになった１５），１６）。 
 では、硫化水素の処理量はいかほどになるのであろうか。新江ノ島水族館の根

本らによる「江ノ島式サツマハオリムシの飼い方」１６）を参考に、硫化水素の処

理量を試算した。飼育条件の一例として、チューブワーム１５０個体を容積２７

５Ｌの水槽に収容し、濃度２０ｇ／Ｌの硫化ナトリウム水溶液１．３Ｌを、一時

間毎に９回分割投入するとの記載がある。これに基づき、１ｋｇの硫化水素を１

日で処理するのに必要な水槽の容量を算出すると約９㎥となる。では、第１章で

述べた「こうべバイオガス」にチューブワームによる硫黄変換を導入する場合に

はどのような規模の水槽が必要であろうか。こうべバイオガスでの硫化水素発生

量は、４．４ｔ／年（１２ｋｇ／日）と試算される１７）ことから、必要な水槽容

量は１１０㎥となる。これは２５ｍプール（長さ２５ｍ×幅１２ｍ×水深１ｍ）

の約１／３の大きさであるが、年間９５０万㎥ものバイオガスを生産する規模の

プラントに対しては十分コンパクトといえる。 
硫化水素からチオタウリンへの変換率を５０％と仮定して、「革新的エネルギ

ー・環境戦略」に示されるバイオマスエネルギーの使用目標をもとに、生成する

チオタウリンの量を試算すると、２０３０年には２０万ｔにもなる。このように

チューブワームによる硫黄変換は、自然界に存在する持続可能なシステムを利用

していることから環境に負荷をかけずに硫化水素を処理することができ、それば

かりか有用物質であるチオタウリンを産出する一石二鳥の脱硫法なのである。 
 
第４章 チオタウリンの用途展開とメタン発酵の推進 

 
４－１ 油脂産業と硫黄化合物 

 
 チューブワームによる硫黄変換を運用する上で、生成するチオタウリンの利用

拡大は欠かせない。そしてそれは、油脂産業こそが先導的役割を担う産業である

と考える。その根拠を以下に示す。 
 
１）油脂産業は古くから社会背景に適した硫黄系界面活性剤を開発してきた 



 

２）油脂産業は硫黄化合物の合成技術、応用技術、評価技術を有している 
３）油脂産業は幅広い産業分野に製品を提供する土台を有している 
 
 １）については、油脂産業と硫黄の繋がりは古く、１８３４年にはドイツでオ

リーブ油に濃硫酸を作用させてアルカリ中和した硫酸化油が発明されている１８）。

以降、図４－１に示すような社会背景の変化に応じて多様な硫黄系界面活性剤を

開発し、人々の暮らしに役立ててきた。油脂産業は早くから硫黄の有効性に着目

し、その機能を信じて人々に提供してきた産業であると言える。硫黄化合物であ

るチオタウリンに関しても、その性質を活かした化合物を開発していくことがで

きるであろう。 
２）は上で述べた硫黄との長い付き合いの中で、硫黄を有効に活用するノウハ

ウを蓄積していることである。油脂産業はアミド化、スルホン化、エステル化等

の反応を経て硫黄を有用な化合物へと変換できる合成技術を持ち、分散化、乳化、

可溶化といった硫黄化合物の性能を存分に引き出す応用技術を併せ持っている。

更には官能評価、熱分析、力学分析などの評価技術により得られた結果を、他の

技術にフィードバックすることで硫黄化合物の性能を深化させてきた。これらの

技術を用いれば、チオタウリンは様々な用途への応用が可能となる。 
３）は油脂産業が他の多くの産業と広い繋がりを有する産業であることを意味

する。現在、油脂産業で扱う製品は他の様々な産業が有する素材に対し、要求さ

れる機能を付与する役割を担っているものが多い。それ故、自動車、ライフサイ

エンス、食品、化成品、電子材料、エネルギー関連など多くの分野に製品を提供

しており、チオタウリンを様々な産業に展開できる土台を有している。この土台

を活用することで、チオタウリンの応用分野を広げることができる。 
図４－２に油脂産業がチオタウリンを広く展開できる産業であることを示した。

次に、油脂産業の技術を用いて、チオタウリンをどのような用途に展開できるか

を考察した。 
 
４－２ チオタウリンの用途展開 

 
チオタウリンの用途展開として筆者が調査した結果、化粧品、界面活性剤、繊

維、酸化防止剤、畜産飼料、極圧剤、リチウムイオン電池正極材、タイヤ添加剤、

ゴム製品、レンズ、フィルム、塗料などへの応用が可能と考えられる。油脂産業

によるチオタウリンの応用例を表４－１に示す。 



 

前章で述べたようにチオタウリンは安全性に優れ、酸素との反応性が高いこと

から、化粧品の抗酸化剤として実際に使用されている。加えて、グリセリンに劣

らない高い保湿効果を有しており１４）、化粧品市場で伸長を続けるアンチエイジン

グ化粧品の原料として非常に有用と考えられる。また、油脂産業が有する合成技

術により、タイヤ用添加剤や、極圧剤、リチウムイオン電池正極材、機能性食品

素材などに利用することも可能と考えられる。タイヤ用添加剤としては、図４－

３に示すように、チオタウリンをチオスルホナート化合物に変換し、粘弾性改善

用添加剤として使用できる１９）。現在注目されている環境対応タイヤは、天然ゴム

やセルロース系素材、オレンジオイルなどを使用して非石油系資源の使用比率を

高めており、チオタウリン由来の添加剤はこのような取り組みにも好適と考えら

れる。極圧剤に関しても、硫黄系添加剤は塩素系添加剤の代替とされており、ノ

ンハロゲン化への流れを促進することが期待される。また、硫黄系材料はリチウ

ムイオン電池における正極材の高容量化を達成する材料として位置づけられてい

る２０）。チオスルホン酸系有機化合物の二次電池正極材料への応用例が報告されて

おり２１）、図４－４に示すような、ジスルフィド結合を有する芳香族化合物が正極

材として使用可能であることが示されている。また、この際に生成するタウリン

は、健康食品として注目を集めており２２）、食品分野にも展開できることが期待さ

れる。当然、油脂産業がチオタウリンやタウリンを脂肪酸と反応させて界面活性

剤として使用することは言うまでもない。環境に優しい界面活性剤として消費者

に受け入れられるであろう。 
この他にも様々な分野でチオタウリン及びチオタウリン誘導体を使用すること

が可能と考えられる。筆者は、チューブワームを用いて硫化水素をチオタウリン

に変換し、それを油脂産業の技術で様々な産業に応用するシステムを、バイオマ

スからメタンとチオタウリンという二つの有用物質を取り出せるバイオリファイ

ナリーであることから「ダブルリファイナリー」と名付ける。図４－５にダブル

リファイナリーの全体像を示す。各分野で見込まれるチオタウリンの使用量と、

それに伴う硫黄の処理量の試算結果を表４－２に示す。この試算結果より、硫黄

の最大処理量は約１４万ｔと試算され、図２－４に示した２０３０年におけるメ

タン発酵より発生する硫黄の予測量９万ｔを上回る。従って、ダブルリファイナ

リーの導入により、メタン発酵は計画通りどころか計画以上に推進することが可

能となる。 
 
 



 

４－３ ダブルリファイナリーによるメタン発酵の推進 

 
ダブルリファイナリーを利用して、メタン発酵の導入が計画通りに増加する場

合、２０３０年には、発電電力量は６５億ｋＷｈとなり、発電した電力すべてを

売電したとすると、バイオガス事業推進協議会が提示する３９円／ｋＷｈの単価

を適用して、２，５００億円の売電収入になると試算される。一方、チューブワ

ームによる硫黄変換により生成したチオタウリン及びチオタウリン誘導体の市場

は、表４－２に示すようにおおよそ２，３００億円と見込まれる。これはバイオ

ガスを用いて得られる売電収入に匹敵する規模である。また、２０３０年までの

チューブワームによる硫黄変換の設備コストを試算すると、表４－３に示すよう

に初期投資は７８０億円と見積もられる。 
国際エネルギー機関（ＩＥＡ）によると、２００８年の一次エネルギー需要に

占めるバイオマスエネルギーの割合は、世界全体で１０％、米国４％、ＥＵ６％、

インド２６％、ブラジル３２％に対し日本は１％となっている。現状ではわが国

の割合は低く、政府は２０３０年までに３％まで引き上げる計画であるが、依然

として低い水準であると言わざるを得ない３）。事実、世界的にもバイオマスエネ

ルギーは２００８年の１０％から２０３５年には１２％に増加するとされており、

日本は現在の計画以上に推進しなければならない。それにはバイオマスエネルギ

ーの中核をなすメタン発酵の導入を加速することが欠かせない。ダブルリファイ

ナリーは、メタン発酵における硫黄の処理問題を回避するだけではなく、油脂産

業の力によるチオタウリンの市場展開により、メタン発酵の導入を拡大するもの

である。 
本稿の作成にあたり、筆者は生命創生の頃から延々と続くチューブワームのよ

うな深海生物の営みと、人類がこれまで育んで来た技術の融合との視点から課題

解決に向けた議論を重ねてきた。再生可能エネルギーの導入には、これからも多

くの現実的な課題が発生するであろう。本稿が再生可能エネルギーの導入推進の

一助となることを願っている。 
 

おわりに 

 
 科学技術の進歩により人類はその活動範囲を宇宙空間にまで広げ、高度３７０

ｋｍ上空には国際宇宙ステーションが建造されるまでに至っている。一方深海は、

最深部でも約１０ｋｍの水深であるが、水圧の壁に阻まれ、人類にとっては近く



 

て遠い領域である。そこには本稿で取り上げたチューブワームの他にも、硫化鉄

を身にまとう貝「スケーリーフット」や、体に生えた毛にバクテリアを繁殖させ、

それを糧に生きる「ゴエモンコシオリエビ」など、陸上に住む我々にとっては驚

異としか言いようのない生物が発見されている。未だ発見されていない未知の生

物も存在するであろう。地表の約７割は海であり、深海は海面全体の８割を占め

る。我々人類が更なる発展を遂げる上で、今回提案したダブルリファイナリーの

ように、深海をこれまで以上に有効利用する日がいずれやって来ると筆者は考え

る。わが国は、水深５，０００ｍよりも深い海域の体積が世界一というデータも

あるなど、深海大国としての顔を持つ。深海の有効利用には、深海大国たるニッ

ポンのリーダーシップが欠かせないのである。 
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図１－１ 再生可能エネルギーの導入量 

（「革新的エネルギー・環境戦略」をもとに作成） 
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図１－２ 主要なバイオマス利用技術の状況 

（「バイオマス事業化戦略とバイオガス事業」をもとに作成）  

 



 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

図１－３ メタン発酵装置の例 
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図２－１ 国内の硫黄需給（「化学経済」をもとに作成） 
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図２－２ 硫黄輸出量実績（「硫酸と工業」をもとに作成） 

 

 

 
図２－３ バンクーバー港に野積みされる固形硫黄 

（Ｐａｎｏｒａｍｉｏより引用）  
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図２－４ メタン発酵に関連して発生する硫黄（筆者試算） 
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図３－１ 硫黄酸化細菌による硫化水素の酸化反応 
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（独立行政法人科学技術振興機構ＨＰより） 

図３－２ チューブワームの生態 
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図３－３ チューブワーム体内における硫化水素の無毒化機構 
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図３－４ 抗酸化剤の一重項酸素反応速度定数（ｋＱ） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－５ チューブワームによる硫黄変換の概念図 
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図４－１ 日本の界面活性剤の発展経緯 

（「石鹸・合成洗剤の技術発展の系統化調査」をもとに作成）  

チオタウリン

合成技術

応用技術

評価技術

応用分野
製品

エステル化 スルホン化

アミド化

可溶化

乳化分散化

官能

安定性

食品
機能性食品

ライフィサイエンス
化粧品
洗浄剤

化成品
ゴム

エネルギー
潤滑油

菌管理

有用性

潤滑性

力学分析

安全性

熱分析

情報電子
二次電池

自動車
タイヤ

縮合化

リポソーム化 コーティング化

 



 

図４－２ 油脂産業の技術と応用分野 
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図４－３ チオタウリンのタイヤ用添加剤への変換 

 
 
 

 
図４－４ チオタウリンの電池材料への変換 
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図４－５ ダブルリファイナリーの全体像 

 
 
 

表１－１ メタン発酵における主な課題と対策 

課題 影響 現状の対策 検討されている対策

・メタン発酵の阻害 ・水希釈による負荷低減

・消化液の液肥利用時の
 環境負荷

・加熱・pH調整によるガス化,除去

・発電エンジン・ボイラー
 機器の腐食

・乾式脱硫

・燃焼時の亜硫酸ガス
 の発生

・湿式脱硫

消化液中の
アンモニアの除去

消化ガス中の
硫化水素の除去

嫌気性アンモニア酸化
（Ａｎａｍｍｏｘ）

生物学的脱硫技術の
安定的運用

 

 
 
 

処理能力：9 ㎥/kg 

1 拠点当たりの容量：330 ㎥ 

 

チオタウリン：20 万 t 

化粧品、洗浄剤、タイヤ用添加剤、極圧剤、リチウムイオン電池正極材など 

市場規模 2,300 億円 

メタン 

発酵槽 

バイオガス 消化ガス 

(硫化水素含有量：274t/日) 

硫化水素 

メタン・二酸化炭素 

 

 

二酸化炭素 

 

メタン 

 

採取 

チューブワーム脱硫槽 

 

発電電力量 

65 億 kWh 

売電収入 

2,500 億円 



 

表４－１ 油脂産業によるチオタウリンの応用例 

応用分野 製品 合成技術 応用技術 評価技術

自動車 タイヤ エステル化 分散化 熱分析・力学分析
エネルギー 潤滑油 エステル化 分散化 潤滑性・安定性
電子材料 電池 縮合化 分散化 安定性

食品 機能性食品 -
リポソーム化

コーティング化
有用性
安全性

官能
有用性
安全性

可溶化・乳化
分散化・菌管理

スルホン化
エステル化

アミド化
ライフサイエンス

化粧品
洗浄剤

 

 
 

表４－２ チオタウリンの市場と硫黄処理量（筆者試算） 

応用分野
チオタウリン
使用量(万t)

硫黄
処理量(万t)

市場規模（億円）

化粧品 0.03 0.02 19

界面活性剤 0.90 0.41 823

繊維 0.68 0.31 205

酸化防止剤 1.23 0.56 10

畜産飼料 8.14 3.69 63

極圧剤 7.50 3.40 400

リチウムイオン電池正極材 5.07 2.30 642

タイヤ添加剤 2.30 1.04 40

ゴム製品 0.53 0.24 9

レンズ、フィルム 3.44 1.56 69

塗料 1.49 0.68 30

計 31.31 14.21 2,311  
 

    表４－３ ２０３０年までのチューブワームによる硫黄変換設備コスト 

項目 試算値

硫化水素発生量（t/年）1) 100,000

硫化水素発生量（ｔ/日） 274

硫化水素処理能力、水槽容量（㎥/kg 硫化水素/日）2) 9

必要水槽容量（千㎥） 2,575

メタン発酵拠点/2030年（箇所）3) 7,800

1拠点当たりの水槽容量/2030年（㎥） 330

水槽設置費用（万円/基） 1,000
設備コスト（億円） 780
1)　第２章の試算結果
2)　第３章の試算結果
3)　図1-1 再生可能エネルギーの導入量と2010年 約600箇所より試算  
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